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Ａ．研究目的

SDG 保健関連指標達成において、国内で

は生活習慣病患者の増加と同時に、高齢者

の低栄養やフレイル（虚弱）、孤食によるう

研究要旨：

【目的】本研究では世界各国と日本の栄養政策や課題についての比較、および SDGs 達

成に必要なステークホルダーのコミットメント確保に関する方法論の開発と日本の強み

を生かした貢献策を明らかにすることを目的とする。

【方法】R4 年度は、栄養政策や課題について、国連持続可能な開発目標（SDGs）での関

連領域を明らかにし、米・英・カナダ・欧州・西太平洋地域における栄養政策に関する情

報収集を行い、生活習慣病対策状況および食環境・食品規制等の動向把握と課題抽出を行

った。さらに、SDGs 達成に必要なステークホルダーのコミットメント確保について、関

連部署や課題点、分析方法論について検討した。

【結果】米国・英国・カナダでは、各国が科学的エビデンスを基に市民向けの健康的な

食生活ガイドを提供しており、独自の取組を展開していた。欧州共同体（EU）は世界に

先駆けて非感染性疾患（NCDs）対策に取り組んでおり、関連する民間企業、政府、欧州

委員会、世界保健機関（WHO）とのパートナーシップにより、食品業界、市民社会、メ

ディアに対しても、食品ラベルの改善、責任あるマーケティングと表示、身体活動の促

進などに関する広範な取り組みを推進していた。EU の枠組みで、減塩、特定栄養素、飽

和脂肪、添加糖の個別討議を重ねると共に、身体活動ガイドライン、小児肥満への EU
アクションプランを経て、2020 年には持続可能な食料システムのための戦略（'From
Farm to Fork' Strategy）で包括的議論が進められていた。EU の取組は WHO 総会にお

ける NCD 対策関連決議にも反映されており、国際機関(UN, FAO（国連食糧農業機

関）,World Food Program(WFP), UNICEF,WHO 等)、各省庁（農業、食品産業、教

育、保健、医療、福祉等の所管）、学会等のアカデミア、職能集団（団体）、消費者、地

域住民、患者等のステークホルダーの連携推進が期待されていた。西太平洋地域では低

栄養・過栄養の二重負荷の課題が他の地域より大きく、島嶼国では太平洋共同体

（SPC）を中心に対策とモニタリングが進められていた。

【考察・結論】栄養施策は低栄養・過栄養の両者への対応が必要であり、SDG２および

SDG3 領域のモニタリングが重視される。健康的な食生活の推進と共に食環境の整備が

近年の重要な課題であり、食産業やマーケティングのあり方も視野に入れた対応が必要

である。グローバル化社会において、すべての人に健康的な食へのアクセスを確保する

ためには、新型コロナウイルス感染症で影響を受けた公衆衛生基盤の再構築とともに、

国際機関や各国政府関連部署、NGO/NPO、市民団体、食料生産者、食品産業関係者等

の多様なステークホルダーの役割を理解し連携を促進する必要がある。 
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つ病等の健康影響、妊婦の低栄養状態（極

端な痩せ）と低出生体重児等の関連等が課

題となっている。栄養不良の二重負荷は今

や世界的な課題であり、非感染性疾患

（NCDs）の予防や健康への社会的決定因

子等と共に解決すべき問題である。また、

国際社会においては、近年の新型コロナウ

イルス感染症蔓延による社会状況の変化や

国家間の政情不安により、経済的困窮や食

糧供給システムの危機が生じており、栄養

に関連した課題は増大している． 
本研究では、世界各国と日本の栄養政策

や課題についての比較、および SDGs 達成

に必要なステークホルダーのコミットメン

ト確保に関する方法論の開発と日本の強み

を生かした貢献策を明らかにすることを目

的とする。 
 

B．研究方法 
R4 年度は、栄養政策や課題について、国

連持続可能な開発目標（SDGｓ）での関連

領域を明らかにし、米・英・カナダ・EU・

西太平洋地域における栄養政策における食

環境や生活習慣病対策等の課題を抽出した。

公的情報については、Web 上で公開されて

いる資料・白書等の情報収集を行った。   
さらに、SDGs 達成に必要なステークホ

ルダーのコミットメント確保について、国

際 機 関 (UN, FAO （ 国 連 食 糧 農 業 機

関 ） ,World Food Program(WFP), 
UNICEF,WHO 等)、各省庁（農業、食品産

業、教育、保健、医療、福祉等の所管）、学

会等のアカデミア、職能集団（団体）、消費

者、地域住民（各年齢層）、患者等の multi-
stakeholders の 洗 い 出 し と 課 題 点 の

Mapping を行い、分析方法論について検討

した。 
日本の国際機関を含めた諸関係機関との

連携や国内栄養施策の強みと弱みについて

の情報収集には、国立研究開発法人医薬基

盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究

所 国際栄養情報センター 西信雄センタ

ー長、国際栄養戦略研究室 山口美輪室長）

のご協力を得た。 
 

＜倫理的配慮＞ 
（該当なし） 

 
C．研究結果 

1．国連の持続可能な開発目標(SDGs)にお

ける栄養関連の指標について(表１) 
 SDGsでは、“誰も取り残されない（no one 
left behind ）” か つ “ 持 続 可 能 な

（sustainable )”世界の実現を目指してお

り、栄養の改善は他の多くの SDG 指標との

関連を持つ。最も中心的な指標は SDG「目

標 2：飢餓をなくす」であり、2030 年まで

に飢餓をなくし、食料安全保障と栄養改善

を達成することが目標とされている。2019
年の推計では、世界人口の 8.9％（約 6 億

9000 万人）が飢餓状態にあり、5 歳未満の

子どもの死亡の約半分が栄養不足に起因す

るとされている[1]。 
栄養不良（malnutrition )は、概して“栄

養が不足”している状態が想起されるが、

国際的な定義には、発育阻害 stunting（栄

養不足）、消耗症*wasting（隠れた飢餓）、

過体重 overweight（肥満）の３種類がある

[2]。<*注：日本の外務省 HP では wasting
が“消耗性疾患“と翻訳されている[3]＞。 

WHO や米国の基準では BMI 25 以上を

「過体重 (Overweight)」、BMI 30 以上を

「肥満 (Obesity)」としているが、厚生労働

省「健やか親子２１（2006 年）」および日本

肥満学会では BMI25 以上を肥満としてい

る。 
 世界では、現在 5 歳未満の子どものうち

1 億 4400 万人（21.3%）が発育阻害、4700
万人（6.9%）が消耗症（うち 1430 万人が

重度の衰弱）、3800 万人（5.6%）が過体重

overweight と報告されている(図 1)。 
発育阻害は、年齢に対して身長が低すぎ

る子どものことであり、慢性的または反復

的な栄養失調の結果である。これにより、

子どもは身体的および認知的な潜在能力を

発揮することができない。発育阻害は、子

どもたちが十分に成長していないことを示

すサインであり、過去の貧困や将来の貧困

を予測するものである。   
重度の消耗症は、子どもたちに致命的な

問題となりうる状態である。2000 年～2019
年では、発育阻害は減少しているが、過体

重児は漸増を続けている（図２）． 
国内の報告では発育阻害 stunting（栄養

不足）(SDG2.2.1)は 7.1%(2010)、痩せおよ

び肥満（SDG2.2.2）は 3.9%と報告されてお

り[3]、UNICEF/WHO 報告値でも中等度ま
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たは重度の発育阻害の子どもが少なくない

（図３）．中等度または重度の過体重の子ど

もは G7 各国に比べて低い値となっている

（図４）． 
さらに、隠れた飢餓は、子どもや女性の健

康に害を及ぼすものであり、鉄欠乏は、子

どもの学習能力の低下や、女性の出産時や

産後の死亡リスクを高めるとされ、2016 年

には世界の 15 歳から 49 歳の女性の 3 分の

1 が貧血の影響を受けている[1]。 
G7 各国の中では、日本は貧血の割合が高

い傾向にあり（図５-1～5-3）、特に妊婦での

貧血は 20％台と最も高い（図 5-2）。一方で、

国内における妊婦の貧血については妊婦健

診において治療アクセスが担保されている

ことにより、妊産婦死亡のリスクは軽減さ

れていると予想される。若年女性の痩せの

問題と同様、今後も注視する必要がある。 
 

２．米国における栄養政策 
 米国では栄養に関するガイドラインはあ

るものの、日本のような公衆栄養上の

Nutrition Policy は存在していない。 
Dietary Guidelines for Americans：（ア

メリカ人のための食事ガイドライン）は、

栄養素の必要量を満たし、健康を促進し、

病気を予防するために、何を食べ、何を飲

むべきかについてのアドバイスを提供して

いる[4]。このガイドラインは、政策立案者、

医療従事者、栄養教育者、連邦栄養プログ

ラム運営者などの専門家向けに作成されて

いる。米国保健福祉省（HHS）と農務省

（USDA）は共同で、5 年ごとに食事ガイド

ラインを更新・発表しており、食事療法の

ガイドライン各版は、現在の栄養科学の体

系を反映している。 
一方、国民向けには、食品規制に関する州

毎の対応や CDC（Center for Disease 
Control）における健康増進を目的としたプ

ログラムが実施されている。以下、CDC の

例を挙げる。 
【US CDC: Healthy Food Environment: 
 Making a Difference Together（健康な食

環境にみんなで変えよう）】[5] 
カリフォルニア州ロサンゼルス郡では、

郡内の各部署の食品契約に栄養基準を義務

付けている。この方針は、年間推定 3700 万

食に影響を与える。 

ナバホ族は、果物・野菜処方プログラムの

実施に協力するため、地元の診療所と小規

模店舗への募集を行った。参加者は、果物

と野菜の消費量が 48％増加した。 
ペンシルベニア州は The Food Trust と

提携し、89 万人の住民にサービスを提供す

る 150 以上のコーナーストア（街の店）の

健康的な食品の品揃えを改善した。 
マサチューセッツ州ボストンは、5,120 人

の公営住宅住民を対象に、生鮮トラックの

訪問頻度を月 1 回から週 2 回に、1 回 
2 時間から 3、4 時間に延長した。野菜と果

物の売上は、月 66 ドルから月 390 ドルに

増加した。 
 CDC では、Healthy Eating for a Healthy 
Weight プログラムにおいて、Dietary 
Guidelines for Americans 2020–2025 を基

に健康的な食生活の普及を推進している

[6,7]。 
 
３．英国における施策例 
英国の保健医療システムは国営の

National Health Service であることから、

医療費抑制のためにも健康増進や予防につ

いては公衆衛生の一環として力が入れられ

ている（Appendix.1 参照：英国における栄

養関連施策）。 
心血管系イベントの低下を目的とした減

塩は食品基準庁（FSA）によって 2000 年代

初頭に公衆衛生の優先事項とされている。

80 以上の食品カテゴリーで達成可能な目

標設定‘Sid the Slug’ ‘Check the Label’ 
‘Is Your Food Full of it?’といった国民の

意識改革キャンペーンに沿ったものである。 
2011 年、減塩施策は FSA から保健省に

移管され、多くの食品は 10 年前と比べて

20～40％減塩されているが、家庭外食産業

（ケータリング）は誤って減塩プログラム

から取り残されており浸透していない。こ

の背景には、一定の塩分濃度が微生物学的

安全性に与える影響を懸念したことも予想

される。英国では一般的に 6 食のうち 1 食

は外食であるとされており、ケータリング

業界も他の業界と同様に減塩に取り組むこ

とが重要とされている[8]。保健省は、ケー

タリング業界への働きかけとして、英国の

レストランで最も人気のある 10 種類の料

理について、家庭外での 1 食あたりの最大
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塩分目標を設定し、さらに子供向けの食事

についても目標を設定した[8]。2 年ごとに

目標は再設定され、2015 年までに英国が推

奨する 1 日 6g を達成した。 
2016 年 3 月 17 日、イングランド公衆衛

生局（PHE）が新しい“The Eat Well Guide
（イートウェルガイド）”を発表した。この

ガイドは、健康的な食生活に関するアドバ

イスと栄養所要量を満たすのに役立つ食品

群の割合の改訂版を示した。それまで使用

されていたイートウェルプレート（Eat 
Well Plate）に代わるもので、2015 年の栄

養科学諮問委員会（SACN）の「炭水化物と

健康」に関するレポートから、糖類、食物繊

維、でんぷん質の炭水化物に関するものを

含む最新の食事勧告を反映し改訂された

[9]。 
現在、英国では“The Eat Well Guide”を

NHS の HP 上で紹介し、普及を図っている

[10]。このガイドは、健康的な食事とバラン

スのとれた食生活の実現に関する政府の推

奨事項を定義するために使用される政策ツ

ールである[11]。 
イートウェルガイドは、食品や飲料を 5 つ

の主要な食品群に分類し、健康維持に必要

な幅広い栄養素を摂取するために、各グル

ープからさまざまな食品を選ぶように案内

している（図５）．特に脂肪、塩分、糖分の

多い食品への注意喚起、植物由来の不飽和

脂肪酸（例えば、植物油やオリーブオイル）

を推奨している。５つのポイントとして、

下記を挙げている。 
① 毎日、さまざまな果物や野菜を 5 

portions (1portion とは手のひらサイ

ズ)以上食べる。 
② ジャガイモ、パン、米、パスタなどので

んぷん質炭水化物をベースにした食事

（理想的には全粒粉）をとる。 
③ 乳製品や乳製品代替品（大豆飲料など）

を摂り、低脂肪・低糖のものを選ぶ。豆

類、魚類、卵類、肉類などのタンパク質

を摂る（毎週 2 食の魚を含む、うち 1 食

は脂ののったものを）。 
④ 不飽和油脂やスプレッドを選択し、少量

ずつ摂取する。 
⑤ 一日 6～8 杯の水分を摂取する。 
 １日の総熱量は平均で、女性は約 2,000
カロリー（8,400 キロジュール）、男性は約

2,500 カロリー（10,500 キロジュール）が

目安となっている。 
イートウェル・ガイドは健康的な体重で

も過体重でも、肉食やベジタリアン等の食

志向や民族的な背景も関係なく、ほとんど

の人に適用されるよう作成されているが、

特別な食事制限や医療的なニーズがある場

合は、個々のニーズに合わせて登録栄養士

への確認が求められている。 
 また、2 歳未満のこどもにはイートウェ

ルガイドは適用されず、別途ガイドが作成

されている（「赤ちゃんが初めて食べる固形

物」等）。さらに、NHS のウェブサイトで

は、健康的な食生活のために、バランスの

取れた食事の一環として、「eating 5 a day」
（様々な果物や野菜を合計で毎日 5 
portion（１portion は 80g）以上摂ることで

健康に大きな効果があるとして推奨してい

る。HP 上には栄養士が、動画による市民に

分かりやすい方法で摂取の仕方を紹介して

いる。 
 イングランド公衆衛生局は、健康的な食

生活における食品のバランスについて、誰

もが一貫したメッセージを受け取れるよう

に、組織や個人にイートウェル・ガイドを

利用することを奨励している。また、この

ガイドはカーボントラストの持続可能性評

価で、現在の英国の食事よりも環境負荷が

かなり低いことが示されている。 
（注：カーボントラスト（Carbon Trust）
は英国政府により設立され、その後独立し

た環境コンサル組織。ミッションは持続可

能な低炭素社会への移行を加速させること

であり、英国社会でもネットゼロ（二酸化

炭素排出が実質ゼロ）において中心的な役

割を担っている）。 
  
４．カナダ 
 カナダ政府は、健康で安全な食生活のた

めに、“Food and Nutrition（食品と栄養）”
に関する情報を同じ HP で一元的に得られ

るようにしており、消費者（国民）はカナダ

の食品ガイド、ラベル（表示）、栄養研究、

リコールと安全基準、健康的な食事、サプ

リメント食品等の項目について知ることが

できる [12]。 
国民から最も要望の多い情報として、①

安全な調理温度、②健康的な食の選択、③
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食品の日付表示やパッケージの読み方、に

ついて詳細に記載されている。 
カナダの食事ガイドラインは、健康的な

食事に関するカナダ保健省のガイドライン

と考察をまとめたものであり、最善の科学

的証拠に基づいており、政策立案者や保健

関係者への支援ツールとなっている。 
カナダ・フード・ガイドが前回更新された

のは 2007 年であり、その後カナダ保健省

は、科学的知見と関係者、一般市民との協

議に基づき、以前のバージョンで見られた

「肉と代替品」「乳製品と代替品」のカテゴ

リーを完全に削除し、植物性のタンパク質

と脂肪に重点を置き、飲料は水が最適であ

ること等が明記された健康的な食生活のガ

イドライン（2 歳以上の人口対象）を 2019
年に公表した。その中には、食品マーケテ

ィングが人々の食の選択に影響を与えるこ

とを意識するよう明示されている。 
食の安全については、対象者についても

注目しており、食中毒になりやすい対象者

（子ども、妊婦、高齢者、免疫力が低下して

いる人など）を守るための情報や、食品表

示の読み方、最近の変更点も説明されてい

る。さらに、一般的な食物アレルギーから、

セリアック病などのグルテン関連疾患まで

記載されており、アレルギー反応を起こさ

ないための方法についても記述されている。 
また、カナダ政府ではCOVID-19と食品・

栄養関連について、パンデミック時の健康

的な食事、COVID-19 に関連する食品産業

向けの情報やリソースなどを掲示している。   
カナダの特徴としては、健康的な食生活

の範疇に食品安全が含まれることであり、

食品のリコール、リスク、アウトブレイク

（集団発生）、カナダ政府が食品媒介性疾患

を監視する方法、食中毒の原因、遺伝子組

換え食品の安全性・表示、安全性評価の完

了、新規性判断の依頼、透明性確保への取

り組みについても、国民が同時に情報を得

られるようになっている[13]。 
 
５．EU における栄養関連政策 
欧 州 委 員 会 、 公 衆 衛 生 (European 

Commission, Public Health)では、健康的

な食事、定期的な身体活動、適切な体重の

重要性を表明しており、不健康な食生活や

運動不足が、健康面でも経済面でも大きな

負担となることや、ライフスタイルの改善

が子どもの学業成績や労働者の生産性の向

上にも直結することを明示している[14]。
EU では 2000 年以降、世界に先駆けて

NCDs に取り組む姿勢を見せており、2007
年の“栄養、過体重、肥満関連の健康問題

に関する戦略”[15]では、関連する民間企業、

政府、欧州委員会、世界保健機関（WHO）

とのパートナーシップを奨励している。食

品業界、市民社会、メディアに対しても、食

品ラベルの改善、責任あるマーケティング

と表示、身体活動の促進などに関する広範

な取り組みを呼びかけた。このような背景

の中、2008 年には WHO 総会でも NCD 対

策の実践に関する決議がなされた（表 2-1、
2-2）。 

EU の枠組みで、減塩（2008）、 身体活

動 ガ イ ド ラ イ ン (2008) 、 特 定 栄 養 素

(selected nutrients:2011)、飽和脂肪（2012）
について討議され、2014 年に “小児肥満

に関する EU アクションプラン 2014-2020”
が採択された。その後、添加糖（2015）、食

品改良（2016）についても討議が進められ、

2020 年には持続可能な食料システムのた

めの戦略（'From Farm to Fork' Strategy）
として包括的な議論が進められている

（Appendix.2 参照）。 
欧州委員会では、栄養政策データベース

や身体活動促進に関する文書の国際目録な

どの取り組みを通じて、WHO と協力しな

がら、加盟国のモニタリングを強化してい

る。さらに、近年は“EU4Health 2021-2027”
とその公衆衛生プログラムを通じて、栄養

と身体活動に取り組む複数のイニシアチブ

に資金提供しており、パイロットプロジェ

クトを管理し、実践を検証している[16]。こ
のプログラムは、COVID-19 大流行の教訓

から、EU における危機への備えを強化す

るために採用されたものであり[17]、2021
年から 2027 年の間に 53 億ユーロの予算を

投じる。これは健康分野において他に類を

見ない財政支援であり、EU において公衆

衛生が優先事項であるという明確なメッセ

ージである。 
 
６．栄養施策と Nutrient Profiling(栄養プ

ロファイリング)の動向 
栄養プロファイリングとは、病気の予防
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や健康増進に関連する理由から、食品をそ

の栄養組成に従って分類したり、ランク付

けしたりする科学である[18]。子供向けの

食品のマーケティング、健康・栄養強調表

示、製品ラベルのロゴやシンボル、情報提

供や教育、公的機関への食品提供、食品消

費を方向付けるための経済ツールの使用な

ど、さまざまな用途に使用することができ、

主に 2 つのタイプに分類される[18]。 
① 食品に含まれる栄養素のレベルに言及

する記述（例：「高脂肪」、「低脂肪」、「低

脂肪」、「繊維源」、「脂肪、砂糖、塩分が

多い」、「エネルギーが多く、栄養素が少

ない」） 
② 「健康」、「より健康的なオプション」、

「あまり健康的でない」、「体に良い」な

ど、その食品を摂取する事が人の健康に

与える影響に直接言及した記述。 
栄養プロファイリングは、栄養、食事、健

康のすべての側面に対応するものではない

が、地域や国の食生活の改善を目的とした

介入策と合わせて使用するのに役立つツー

ルである。一般的な使用例としては、消費

者が食品の栄養組成をよりよく理解し、そ

の理解に基づいて、より健康的な選択肢と

なる食品を特定できるようにすることを目

的とした食品表示制度があげられる（図 6.
参照）。 
このような制度や栄養プロファイリング

は、2000 年以降、20 年以上にわたって政

府、食品生産者、小売業者、研究者、健康慈

善団体などの非政府組織によって採用され

てきた。WHO は、国際的な専門家やパート

ナーと協力し、栄養プロファイルモデルの

開発または適応におけるガイダンスを提供

している[19]。その目的は、栄養プロファイ

ルモデルの開発を調和させ、消費者に対し

て一貫性のある首尾一貫した公衆衛生栄養

メッセージを作成し、最終的に栄養と公衆

衛生を改善することである。従って、前述

の①食品の栄養素のレベルのみでなく、②

健康に与える影響、への言及される動きに

ある。 
 栄養プロファイリングは、2010年の第 63
回世界保健総会（WHA63.41）で承認されて

おり[20]、子どもに対する食品および非ア

ルコール飲料のマーケティングに関する一

連の勧告を実施するにあたり、加盟国が利

用できるメカニズムの一つである。栄養プ

ロファイリングに関するガイダンス作成は、

NCD 行動計画（WHA61.14）目標 3 の実施

にも貢献しており、2011 年 9 月ニューヨー

ク開催の国連ハイレベル会合でも議題とさ

れた。その結果、「非感染性疾患の予防と制

御に関する総会ハイレベル会合の政治的宣

言」と題する決議（文書 A/66/L.1）が採択

された[21]。日本国内では、公衆栄養上の課

題を踏まえた栄養プロファイリングモデル

は策定されておらず、現在検討が進められ

ている[22]。 
 
７．西太平洋地域における栄養関連課題に

関するネットワークと日本の海外連携 
 
7.1. WHO 西太平洋地域（WPRO） 

WPRO では、「世界栄養目標 2025：母子・

乳児・幼児の栄養を改善する」と「あらゆる

形態の栄養不良を終わらせる」という持続

可能な開発目標 2.2 の進捗をモニタリング

することが優先事項となっている[23]。 
西太平洋地域の多くの国々は、急速な経

済成長、都市化、グローバル化により、食料

システムが変化し、安価な加工食品がより

入手しやすくなり、多くの国で食料生産と

消費の方法が再構築されている。伝統的な

食品や食生活は、安価で高度に加工された、

エネルギー密度の高い、栄養価の低い食品

に取って代わられ、より人気があり、広く

入手・消費されるようになった。西太平洋

地域では、ほとんどの加盟国が栄養不良の

二重負荷に直面しており、栄養不良は、過

体重や肥満、食事に関連する非感染性疾患

（NCDs）と併存している。 
2021 年の西太平洋地域の 5 歳未満の子

どものうち、推定 1100 万人が発育不良、

240万人が消耗、880万人が過体重である。

2016 年の同地域の 5～19 歳の子どものう

ち、過体重または肥満の子どもは推定 8400
万人で、WHO の全地域の中で最も多く、わ

ずか 6 年間（2010 年から 2016 年まで）で

43％増加した[24]。同地域では過去 10 年間、

完全母乳育児の割合は低いままであり、最

初の 6 カ月間完全母乳の割合は 3 人に 1 人

である。 
食品マーケティングは、高カロリーで栄

養価の低い食品を宣伝し、食環境と子ども

114



 

 

たちの食の嗜好や食事パターンに悪影響を

与えていると指摘されている。現在、子ど

もたちはこれまで以上に、母乳代用品

（BMS）や飽和脂肪酸、トランス脂肪酸、

遊離糖、塩分を多く含む食品（HFSS）のマ

ーケティングによる潜在的な害にさらされ

ている。本地域でも、BMS と HFSS 食品の

マーケティングが地域全体に広がっている

ことが示されている。 
 このような状況と過体重や肥満の脅威の

高まりを懸念し、2019 年の WPRO 地域委

員会は、「西太平洋における食品マーケティ

ングの有害な影響から子どもを守るための

地 域 行 動 枠 組 み 」 に 関 す る 決 議 
WPR/RC70.R1 を支持し、加盟国に対し、

国の状況に応じて、食品マーケティングの

有害な影響から子どもを守るための政策や

行動を確立または強化するために、適切に

枠組みを利用するよう呼びかけている[25]。 
 
7.2.太平洋共同体 The Pacific Community 

さらに、WPRO 領域にある太平洋島嶼国

に お い て は 、 歴 史 的 に The Pacific 
Community ( 太平洋共同体:SPC )によっ

て公衆衛生が管轄されている。SPC は、

1947 年に条約であるキャンベラ協定によ

って設立され、米国、英国、フランス、オー

ストラリア、ニュージーランド等の旧統治

国を含む 27 カ国が加盟しており、組織のハ

イレベルな戦略的方向性を確立する役割を

担っている。会議は 2 年に 1 度、閣僚級で

開催され、政府・行政代表委員会がガバナ

ンスに関する意思決定の権限を与えられて

いる[26]。  
SPC は、島嶼国の政策に積極的に関与し

ており、喫煙やアルコールを含む不健康な

飲食物の摂取を減らすため、政策、法律、エ

ビデンスに基づく介入を通じて NCD 危機

への対応を行っている。MANA（Pacific 
Monitoring Alliance for NCD Action: NCD
アクションのための太平洋モニタリング同

盟）により、これらの NCD 指標がモニタリ

ングされており[27]、技術面では WPRO と

連携している。 
＜注：南太平洋委員会（South Pacific 
Community）の名称は、太平洋全域をカバ

ーする組織であることを反映し、1997 年に

太平洋共同体 Pacific Community に変更さ

れたが、SPC の通称は維持された。現在 27
の加盟国には、22 の太平洋島嶼国・地域と、

当初の創設 5 カ国が含まれている（オラン

ダは 1962 年に太平洋の権益を放棄したた

め脱退）＞ 
 
7.3.栄養施策に関する日本の海外連携 
日本からアジア諸国への支援・パートナ

ーシップとして、2005 年から WPRO・国

立保健医療科学院による NCD 共同研修に

よる各国施策関係者の人材育成事業が行わ

れている[28,29]。この事業を契機に、2009
年東京で開催された WHO 西太平洋地域会

議において、生活習慣病対策の行動指針で

あるさいたま宣言（Saitama Call to Action）
が採択された[30]。 
また、国立研究開発法人医薬基盤・健康・

栄養研究所（国立健康・栄養研究所：以下、

健栄研）は、「栄養と身体活動に関するWHO
協力センター（WHO Collaborating Centre 
for Nutrition and Physical Activity）」とし

て、WHO の要請を受けて技術支援を行っ

ており[30]、隔年でアジア栄養ネットワー

クシンポジウム開催による情報発信や国際

協力外国人研究者招聘事業による人材育成

を行っている。さらに、健栄研では地球環

境モニタリングシステム／食品汚染モニタ

リング（GEMS/Food）プログラム協力機関

となっており、FAO/WHO 合同食品添加物

専門家会議(JECFA)等からの依頼を受けて、

国民健康・栄養調査等の結果の再解析集計

表を提供している[31]。このモニタリング

プログラムは、1976 年に国際連合食糧農業

機関（FAO）、国連環境計画（UNEP）及び

WHO によって整備され、食物中の汚染物

質をモニタリングして各国政府やコーデッ

クス委員会等に情報提供している。現在は

WHO が運営を行い、日本からは国立医薬

品食品衛生研究所、農林水産省消費・安全

局を合わせた 3機関が認定されている[32]。 
また JICA（独立行政法人国際協力機構）

では、栄養不良の二重負荷（低栄養、過栄養）

の低減を目指し、2021 年の東京栄養サミッ

トで発表した「JICA 栄養宣言」を具現化す

るため、母子栄養改善と食と栄養のアフリ

カイニシアティブ（IFNA）推進を目指して

いる[33]。 
  

115



 

 

８．栄養に関する Stakeholders と関連分野 
一般的な stakeholders analysis(関係者分

析)では、プロジェクトへの参加、関心、 
影響力のレベルに応じてグループ分けし、 
目標（変革）達成のための最良の方法を決

定する。この中で、特に i)重要度でランキン

グ す る 方 法 や 、 ii) 価 値 階 層 と key 
performance indicators で分類する方法、

iii)影響力や正当性、優先度で分類する方法、

iv)認識、支持、影響力、その他ステークホ

ルダーの満足度などを用いる方法等がある。 
東京栄養サミットにおける関係者は、国

際機関や政府レベルでのコミットメントで

あり、多くが公的機関であるものの、栄養・

食品に特化した企業との関連がある。国際

機関では、UN、FAO（国連食糧農業機関）、

World Food Program( WFP )、UNICEF、
WHO が主となるが、近年は FAO による食

システムの一環として、栄養問題が取り上

げられている。従って、各省庁（農林水産業、

食品産業、消費者庁、他）との関連があるが、

国家間でも省庁間連携の在り方は異なるこ

とが想定される。 
東京栄養サミットにおけるアクションプ

ランで重視する点については、以下が挙げ

られており、領域ごとに異なる多様なステ

ーキホルダーが関連している[34]。  
◎食料システムの変革 
[各国・地域がその置かれた自然やその他の

条件のもとで、科学技術を活用し、生産性

の向上と持続可能性の両立を図る] 
⇒農林水産業関係者との連携（国内では

地産地消の取組が経済活性だけでなく、食

の安全につながる側面もある） 
◎食関連産業のイノベーションの推進 
[食関連産業は、デジタル化等のイノベーシ

ョンの推進により、持続可能性と地域の食

習慣に配慮しながら、品質・満足度を高め、

国民の栄養改善に貢献する製品・サービス

を提供する] 
 ⇒デジタル化領域、製品産業、サービス

業（営利企業が中心となる割合が高いため、

健康や安全に関する連携は、法律や規制等

の強制力を伴う可能性がある） 
◎個人の栄養に関する行動変容の促進 
[各人が栄養バランスの取れた食生活を実

現できるよう、全てのステークホルダーは、

栄養改善に役立つ研究の実施、情報の提供、

食育活動の推進等を通じ、個人の栄養に関

する行動変容を促す] 
 ⇒個人の栄養に関する行動変容は、各個

人の世代間によっても異なる。既に各国で

年齢層に応じたガイドライン等が整備され

ており、これらが利用されやすいように整

備する必要がある。 
◎途上国・新興国の栄養改善への支援 
[飢餓の撲滅、妊産婦・乳幼児の栄養改善、

現地の食文化を活かした健康な食生活実 
現に向け、栄養改善事業推進プラットフォ

ーム(NJPPP)をはじめとするグローバルな

パートナーシップで支援する] 
 ⇒国際機関がリーダーシップを取り、各

国政府とともに、多様な NGO/NPO との協

力が現実的な連携である。栄養に特化した

NJPPP 等のようなパートナーシップが長

期的に活動を展開することが持続性の向上

に必要である。Nutrition Accountability 
Framework（NAF）は、栄養コミットメン

トを登録し、栄養アクションをモニタリン

グするための世界初の独立した包括的プラ

ットフォームである。コミットメントの長

期的なフォローを行っており、日本政府、

SUN ムーブメント、世界保健機関、ユニセ

フ、USAID をはじめとする多くの団体に支

持されている。 
 
●食事ガイド策定に関する食品業界のロビ

ー活動：関係者分析例（カナダ） 
カナダのロビィスト登録簿のデータを用

いた調査では 2016 年 9 月から 2021 年 1 月

にかけて、カナダ保健省の健康な食事戦略

に関して、さまざまな種類の利害関係者（す

なわち、業界対非業界）および指定公職者

（designated public office holders：DPOH）

の間で発生したロビー活動の頻度と政府対

象を調査する定量記述的研究が実施された

[34]。ロビー活動登録者の大半（88％）、お

よび企業・団体の代表者（90％）は、業界

と関係があった。DPOH とのコミュニケー

ションの 86％は業界関係のステークホル

ダーが担っており、業界以外のステークホ

ルダーと比較して、あらゆるランクの

DPOH とより頻繁に交流していた。ほとん

どの組織や企業が、子どもへのマーケティ

ングをテーマにロビー活動を行うことを明

確に登録しており（60％）、次いでカナダの
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食品ガイド（48％）、包装前面の栄養表示

（44％）、食品供給の栄養的品質（23％）と

なっている。食品・飲料業界、特に乳製品業

界が最も活発で、ロビー活動の登録件数と

通信件数が最も多く、次いでメディア・通

信業界となった。 
 
D.考察 
１．SDGs における栄養政策 
 栄養政策は特にSDG2およびSDG3領域

に貢献するが、各国の社会経済状況によっ

て異なることが明らかである。乳幼児や子

ども、母子の栄養改善においては、WPRO
領域にみられるように、ほとんどの加盟国

が栄養不良の二重負荷に直面しており、栄

養不良は、過体重や肥満、食事に関連する

非感染性疾患（NCDs）と併存している。ま

た、マーケットが世界規模になった今、高

所得国で販売が難しくなった高カロリーで

低栄養の食品が、規制の緩い低所得国をタ

ーゲットとして流れることは十分想定され、

このような脆弱な国々における環境を改善

するためには、SPC のような組織形成で対

応するとともに、地球規模で足並みを揃え

て食品の改善を整備する必要がある。 
 
２．東京栄養サミットでの各国動向傾向 
東京サミットでは、G7 の中でカナダ、フ

ランス、日本、英国、米国がエンドースとコ

ミットメントの両方を、ドイツがエンドー

スのみであった。コミットメントに至った

国では、自国での問題意識が高く、栄養関

連施策がある程度整備されていることが伺

われる。イタリアはエンドースやコミット

メントがないものの、国際機関の参加が多

かったことは特異的であり、EU 参加国メ

ンバーでも温度差がみられる。英国の栄養

施策例にもみられるように、EU 全体にお

ける食品規制や NCD 対策を含めた栄養関

連施策が、加盟国の栄養施策に影響を与え

ている。 
栄養領域の特徴として、食文化が各国で

異なること、また食品産業等の利益企業が

関与することが挙げられるが、東京栄養サ

ミットにおいては、オランダの非政府組織

で あ る Access To Nutrition 
Initiative(ATNI)が機関投資家をとりまと

め、世界の栄養危機を認識し、行動を起こ

すことを約束した新たな「N4GInvestor 
Pledge」を公表している[35,36]。ATNI は

食品飲料会社等へ栄養改善に係る行動を要

請するとともに、機関投資家として民間企

業における栄養改善の行動を加速させる方

策についてコミットメントを行っている。

これに署名した機関投資家は、総額 12.4 兆

米ドルの運用資産を代表する 53 機関であ

り、日本では 4 機関がコミットしている。

ATNI では、特に母乳代替品と補完食品

（BMS と CF）に関する作業は、独立した

国際的な専門家グループによって指導され

ている。このような例は、健康に関する政

策を促進する官民連携の一つの姿であり、

ビジネスを良い循環に回す持続可能な取り

組みの一つと言える。 
  
３. 食品表示における国内状況の課題 
現在、日本でも加工食品の占める割合は

大きくなっている。米国では、早くから原

則として加工包装食品全てに主要栄養成分

の表示を義務づけており、欧州連合（EU）

でも 2016 年から栄養表示を義務付け、米国

同様に栄養強調表示を認める内容の規則が

出されている[37]。日本では、国民の健康づ

くりに資する食品選択を支援するという観

点で、食品表示法により、容器包装に入れ

られた一般用加工食品と添加物（業務用添

加物を除く）に、熱量、蛋白質、脂質、炭水

化物およびナトリウム量の表示を義務付け

ている[37]。なお、ナトリウム量は、消費者

に分かりやすい食塩相当量とし、低、減、無、

強化などの栄養強調表示（例：低カロリー、

減塩、ビタミン A 強化）を行う場合は、食

品表示基準の規定を満たす場合に表示可能

とされている。海外のように、栄養プロフ

ァイルから視覚的に判断できるような警告

表示はない。 
食品表示について、国内では①食品衛生

法、②農林物資の規格化及び品質表示の適

正化に関する法律（現・日本農林規格等に

関する法律）③健康増進法があり、３法そ

れぞれに基づく表示基準であったため、用

語の定義が異なるなどわかりにくいもので

あったため、平成 25 年（2013 年）に食品

表示法が成立し、包括的かつ一元的な制度

が創設された[38]。平成 27 年（2015 年）か

らは、食品表示法に基づく新たな食品表示
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制度が開始し、3 法で 58 本の表示基準を統

合するだけでなく、消費者と事業者双方に

分かりやすい表示となるよう改善されてい

る。 
研究者によると、海外における政府系組

織の栄養プロファイルモデル開発の目的の

主要な位置づけは、「食品の包装の前面表示」

「ヘルスクレーム付与に対する制限」「広告

規制」とされている[22]。多くのモデルで、

NCDs 対策として配慮が必要な制限栄養素

として、熱量、脂質、飽和脂肪酸、トランス

脂肪酸、糖類、ナトリウム含有量が設定さ

れているが、国内では食品標準成分表での

収載や実態把握、食事摂取基準設定の見送

り等の課題があり、糖類については対象栄

養素と含めることに困難が指摘されている

[22]。アジアでは既に、タイやマレーシア、

シンガポール、韓国などが栄養プロファイ

ルモデルを使用しており、今後はアジア各

国で同様の動きが拡がることが予想される。

国内でも今後の対応が期待される。 
日本の栄養政策の強みとしては、歴史的

に公衆栄養に関する包括的な施策が実施さ

れてきたことである。特に国立健康・栄養

研究所（現：国立研究開発法人医薬基盤・健

康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所）は、

1920 年に内務省の栄養研究所として設立

されて以来、国民の健康の保持・増進及び

栄養・食生活に関する調査・研究を行い、公

衆衛生の向上及び増進を図る公的機関とし

て役割を担っている。長年にわたり、栄養

所要量（現在の食事摂取基準）策定にエビ

デンスを提供している他、国民栄養調査（現

在の国民健康・栄養調査）の企画・分析の実

績をもとに、NCD 予防のための国内外戦略

のモニタリングと評価のために、アジア太

平洋諸国との国際協力活動を実施している

[39]. 栄養政策の背景には、各国それぞれの

食文化や伝統が色濃く影響している。和食

における多様な食材とバランスのとれた食

事は、国連食糧農業機関と世界保健機関が

呈示する「持続可能で健康的な食事（SHD）」

の目標を満たす伝統的な食生活を表すこと

が報告されている[40]。これらの強みを生

かし、健康寿命の延伸に貢献する栄養施策

の在り方について、アジアでのネットワー

ク形成と世界への情報発信を行うことが期

待される。 

 
Ｅ．結論 
栄養政策や課題について、国連持続可能

な開発目標（SDGs）での関連領域を明らか

にし、米・英・カナダ、EU、アジア等にお

ける栄養政策の比較や動向把握により、食

環境や生活習慣病対策等の課題を抽出した。

栄養施策は低栄養・過栄養の両者への対応

が必要であり、SDG2 および SDG3 領域の

モニタリングが重視される。健康な食生活

の推進とともに食環境の整備が近年の重要

な課題であり、食産業やマーケティングの

あり方も視野に入れた対応が必要である。

グローバル化社会において、すべての人に

健康的な食へのアクセスを確保するために

は、国際機関や各国政府関連部署、

NGO/NPO、市民団体、食料生産者、食品産

業関係者等の多様なステーキホルダーの役

割を理解し、連携を促進する必要がある。 
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表１：国連の持続可能な開発目標(SDGs)における栄養関連の指標 

  

2: 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する  

2.2: ５歳未満の子供の発育阻害や消耗性疾患について国際的に合意されたターゲットを

2025 年までに達成するなど、2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し、若年女

子、妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対処を行う。 

2.2.1: ５歳未満の子供の発育阻害の蔓延度 

（WHO 子ども成長基準で、年齢に対する身長が中央値から標準偏差-2 未満） 

2.2.2:  ５歳未満の子供の栄養不良の蔓延度 

（WHO の子ども成長基準で、身長に対する体重が、中央値から標準偏差+2 超又は-2 未

満）（タイプ別（やせ及び肥満）） 

2.2.3:  15～49 歳の女性における貧血の蔓延度（妊娠状況別、％） 

3：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

3.1: 世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当たり 70 人未満に削減する。 

3.2: 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 12 件以下まで減らし、５歳以

下死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 25 件以下まで減らすことを目指し、 2030 年まで

に、新生児及び５歳未満児の予防可能な死亡を根絶する。 

3.4: 非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保

健及び福祉を促進する。 

3.8: 全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのア

クセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを含

む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。 

UHC service coverage index 3.8.1-⑨ 心血管系疾患の予防（血圧管理） 

年齢調整後の 18 歳以上の成人のうち、収縮期血圧<140 mm Hg かつ 拡張期血圧 <90 

mm Hg の人の割合。（国内値では 20 歳以上の成人） 

UHC service coverage index 3.8.1-⑩ 糖尿病の管理  

年齢調整後の 18 歳以上の成人の平均空腹時血糖値。（国内値では 20 歳以上の成人） 
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表 ２-1. 世界における⾮感染性疾患（NCD）のインパクトと関連⽂書（WHO 資料参照） 
 
＜主要事項＞ 
◎⾮感染性疾患（NCD）は、毎年 4,100 万⼈の命を奪い、世界全体の死因 74%に相当 
◎毎年、1700 万⼈が 70 歳までに NCD で死亡しており、その 86％が低・中所得国で発⽣ 
◎NCD による全死亡のうち、77％が低・中所得国で発⽣ 
◎NCD による死因の⼤半は⼼⾎管疾患で、年間 1,790 万⼈、次いでがん（930 万⼈）、慢性

呼吸器疾患（410 万⼈）、糖尿病（糖尿病による腎臓病死を含む 200 万⼈）。これら 4 つの
疾患群が NCD による早期死亡の 80％以上を占める。 

◎タバコの使⽤、運動不⾜、アルコールの有害な使⽤、不健康な⾷事はすべて、NCD によ
る死亡リスクを⾼める。 

◎NCD のスクリーニング、発⾒、治療、そして緩和ケアは、NCD への対応の重要な要素 
(著者翻訳．出典：World Health Organization. Noncommunicable diseases. 
https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/noncommunicable-diseases 
 
表 ２-2. WHO 総会における栄養・⾷品関連の主要決議 
 
◎ WHA53.17: Prevention and control of noncommunicable diseases（2000） 

第 53 回世界保健総会において、⾮感染性疾患（NCD）対策について決議 
(World Health Assembly, 53. (2000) . Fifty-third World Health Assembly, Geneva, 15-20 May 2000: 

resolutions and decisions, annex. World Health Organization.  

https://apps.who.int/iris/handle/10665/260181) 

 WHA53(10) Infant and young child nutrition に関する事務局⻑への要請 
  乳幼児栄養に関する項⽬を理事会の議題とし、草案作成グループの設置と次回第 54 回

世界保健総会での採択を⽬指す。 (2000 年 5 ⽉ 20 ⽇、第 8 回全体会議) 
◎ WHA53.15 Food Safety 

 →事務局⻑への依頼：公衆衛⽣における WHO の世界的なリーダーシップに鑑み、他
の国際機関、特に国際連合⾷糧農業機関（FAO）及びコーデックス委員会との協⼒及び
協調の下、⾷品安全をより重視し、⾷品安全を WHO の必須公衆衛⽣機能の⼀つとし
て統合し、第⼀⽣産者から消費者に⾄るフードチェーン全体における健康リスクの低
減のための持続可能で統合的な⾷品安全システムの開発を⽬指す。 

◎ WHA61.14: Prevention and control of noncommunicable diseases: implementation of the 
global strategy (2008)：⾮感染性疾患の予防と管理：世界戦略の実施 

 (World Health Assembly, 61. (2008) . Prevention and control of noncommunicable diseases: 

implementation of the global strategy. World Health Organization.  

https://apps.who.int/iris/handle/10665/23529) 
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図１. 世界における 5 歳未満のこどもの栄養不良の類型 (2019 )(左図) 
図２. 世界における 5 歳未満のこどもの栄養不良 -経年変化- (2000〜2019 )(右図) 
 

 
 
(Source: LEVELS AND TRENDS IN CHILD MALNUTRITION. UNICEF / WHO / World Bank Group 
Joint Child Malnutrition Estimates Key findings of the 2020 edition.  
UNICEF. GOAL 2: ZERO HUNGER. https://data.unicef.org/sdgs/goal-2-zero-hunger/) 
 
図３．中等度または重度の発育阻害の⼦ども（千⼈）2019 年 

Children moderately or severely stunted (thousands)2019 

（Among G7 + Republic of Korea with available data. 
Source: LEVELS AND TRENDS IN CHILD MALNUTRITION. UNICEF / WHO / World Bank Group 
Joint Child Malnutrition Estimates Key findings of the 2020 edition.  
UNICEF. GOAL 2: ZERO HUNGER. https://data.unicef.org/sdgs/goal-2-zero-hunger/） 
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図４．中等度または重度の過体重の⼦ども（千⼈） 2019 年 
Children moderately or severely overweight (thousands) 2019 

 
（Among G7 + Republic of Korea with available data. 
Source: LEVELS AND TRENDS IN CHILD MALNUTRITION. UNICEF / WHO / World Bank Group 
Joint Child Malnutrition Estimates Key findings of the 2020 edition.  
UNICEF. GOAL 2: ZERO HUNGER. https://data.unicef.org/sdgs/goal-2-zero-hunger/） 
 
 
図５-1．15〜49 歳の⼥性の貧⾎の割合（％） 2019 年 

Proportion of women aged 15-49 years with anaemia (%) 2019 
 

（Among G7 + Republic of Korea with available data. 
Source: LEVELS AND TRENDS IN CHILD MALNUTRITION. UNICEF / WHO / World Bank Group 
Joint Child Malnutrition Estimates Key findings of the 2020 edition.  
UNICEF. GOAL 2: ZERO HUNGER. https://data.unicef.org/sdgs/goal-2-zero-hunger/）  
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図 5-2. 15〜49 歳の⼥性(妊婦)の貧⾎の割合（％） 2019 年 
Proportion of women aged 15-49 years with anaemia, pregnant (%) 

 
図 5-3.  15〜49 歳の⼥性(⾮妊婦)の貧⾎の割合（％） 2019 年 

Proportion of women aged 15-49 years with anaemia, non-pregnant (%) 

 
（Among G7 + Republic of Korea with available data. 
Source: LEVELS AND TRENDS IN CHILD MALNUTRITION. UNICEF / WHO / World Bank Group 
Joint Child Malnutrition Estimates Key findings of the 2020 edition.  
UNICEF. GOAL 2: ZERO HUNGER. https://data.unicef.org/sdgs/goal-2-zero-hunger/）  
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図５．The Eat Well Guide（イートウェルガイド）：英国⾷品基準庁（FSA）

 
https://www.food.gov.uk/business-guidance/the-eatwell-guide-and-resources 
 
図 6．栄養プロファイリングシステムと世界の栄養表⽰制度 

 
（農林⽔産省：「⾷品の栄養問題への対応」引⽤） 
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/fund/attach/pdf/esg_zinken_sagyoubukai-11.pdf 
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関

連
の

要
件

に
つ

い
て

、
企

業
へ

の
サ

ポ
ー

ト
を

提
供

す
る

。
 

3 O
cto

be
r 

20
17

 
PH

E 
⼦

ど
も

の
体

重
管

理
：

家
族

と
の

短
い

会
話

 
医

療
・

介
護

の
専

⾨
家

が
⼦

供
や

そ
の

家
族

と
体

重
管

理
に

つ
い

て
会

話
す

る
の

を
⽀

援
す

る
た

め
の

実
践

的
な

ア
ド

バ
イ

ス
と

ツ
ー

ル
。

 
3 O

cto
be

r 
20

17
 

PH
E 

⼦
ど

も
の

体
重

管
理

：
サ

ー
ビ

ス
の

委
託

・
提

供
 

第
2段

階
体

重
管

理
サ

ー
ビ

ス
の

実
践

者
、

委
託

者
、

提
供

者
を

⽀
援

す
る

た
め

の
エ

ビ
デ

ン
ス

に
基

づ
く

ガ
イ

ダ
ン

ス
。

 
3 O

cto
be

r 
20

17
 

PH
E 

⼦
ど

も
の

体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

：
デ

ー
タ

の
収

集
と

記
録

 
サ

ー
ビ

ス
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
が

第
2段

階
の

⼦
ど

も
の

体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

の
デ

ー
タ

を
収

集
・

記
録

す
る

た
め

の
ツ

ー
ル

。
 

13
 N

ov
. 

20
17

 
PH

E 
イ

ン
グ

ラ
ン

ド
に

お
け

る
幼

少
期

の
セ

ッ
テ

ィ
ン

グ
の

た
め

の
メ

ニ
ュ

ー
例

 
飲

⾷
物

に
関

す
る

Ea
rly

 Y
ea

rs 
Fo

un
da

tio
n 

St
ag

eの
要

件
を

満
た

す
た

め
の

早
期

教
育

施
設

向
け

の
メ

ニ
ュ

ー
例

と
有

⽤
な

ガ
イ

ダ
ン

ス
。

 
22

 M
ay

 
20

18
 

PH
E 

砂
糖

の
削

減
：

ジ
ュ

ー
ス

や
ミ

ル
ク

ベ
ー

ス
の

飲
み

物
 

業
界

向
け

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、

対
象

飲
料

の
20

17
年

基
準

値
、

お
よ

び
次

の
ス

テ
ッ

プ
を

概
説

し
た

技
術

報
告

書
。

 
23

 M
ay

 
20

18
 

PH
E 

砂
糖

の
削

減
：

初
年

度
の

進
捗

状
況

に
つ

い
て

報
告

 
主

に
⾷

品
業

界
と

公
衆

衛
⽣

機
関

の
た

め
に

、
砂

糖
削

減
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
初

年
度

の
進

捗
状

況
を

評
価

し
た

詳
細

な
報

告
書

。
 

30
 A

ug
us

t 
20

18
 

D
HS

C 
保

健
社

会
福

祉
省

(D
HS

C)
 カ

ロ
リ

ー
モ

デ
ル

 
D

HS
C

の
カ

ロ
リ

ー
モ

デ
ル

の
⽅

法
論

に
つ

い
て

の
詳

細
な

説
明

。
 

25
 Se

p.
 

20
18

 
PH

E 
イ

ー
ト

ウ
ェ

ル
ガ

イ
ド

 
イ

ー
ト

ウ
ェ

ル
ガ

イ
ド

は
、

健
康

的
な

⾷
事

と
バ

ラ
ン

ス
の

と
れ

た
⾷

⽣
活

を
実

現
す

る
た

め
の

政
府

の
推

奨
事

項
を

定
義

す
る

た
め

の
政

策
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ツ
ー

ル
で

あ
る

。
 

25
 O

cto
be

r 
20

18
 

PH
E 

⼦
ど

も
、

若
者

、
家

族
の

健
康

的
な

体
重

を
促

進
す

る
。

 
地

⽅
⾃

治
体

、
NH

Sの
委

託
業

者
や

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
や

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

セ
ク

タ
ー

の
組

織
が

肥
満

を
減

ら
す

た
め

の
⾏

動
を

と
る

の
を

⽀
援

す
る

た
め

の
リ

ソ
ー

ス
。

 
17

 Ja
nu

ar
y 

20
19

 
PH

E 
KP

I：
⼦

供
の

た
め

の
テ

ィ
ア

2体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

 
第

2段
階

の
⼦

供
と

家
族

の
体

重
管

理
サ

ー
ビ

ス
に

推
奨

さ
れ

る
主

要
業

績
評

価
指

標
（

KP
I）

を
⽰

し
て

い
る

。
 

25
 Ja

nu
ar

y 
20

19
 

PH
E 

全
国

⼦
ど

も
測

定
プ

ロ
グ

ラ
ム

：
選

出
議

員
向

け
ブ

リ
ー

フ
ィ

ン
グ

 
地

⽅
⾃

治
体

の
ケ

ー
ス

ス
タ

デ
ィ

を
含

む
、

全
国

⼦
ど

も
測

定
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
NC

M
P）

に
関

す
る

選
出

議
員

向
け

の
情

報
。

 
10

 M
ay

 
20

19
 

PH
E 

減
量

・
改

質
プ

ロ
グ

ラ
ム

：
 2

01
9年

春
の

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

 
20

18
年

5⽉
以

降
、

PH
E

が
削

減
・

再
製

剤
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
つ

い
て

進
め

て
き

た
⾏

動
。

 
23

 M
ay

 
20

19
 

PH
E 

健
康

の
問

題
：

予
防

の
た

め
の

ラ
イ

フ
コ

ー
ス

・
ア

プ
ロ

ー
チ

 
⼈

々
に

公
平

な
ラ

イ
フ

チ
ャ

ン
ス

を
与

え
る

こ
と

を
⽬

的
と

す
る

ラ
イ

フ
コ

ー
ス

ア
プ

ロ
ー

チ
に

焦
点

を
当

て
た

NH
Sお

よ
び

公
衆

衛
⽣

専
⾨

家
向

け
の

情
報

。
 

5 J
ul

y 
20

19
 

PH
E 

健
康

問
題

：
肥

満
に

対
す

る
ホ

ー
ル

シ
ス

テ
ム

ア
プ

ロ
ー

チ
 

肥
満

へ
の

取
り

組
み

に
シ

ス
テ

ム
全

体
の

ア
プ

ロ
ー

チ
を

取
る

こ
と

に
関

す
る

、
地

⽅
⾃

治
体

お
よ

び
そ

の
地

域
シ

ス
テ

ム
パ

ー
ト

ナ
ー

向
け

の
専

⾨
的

な
リ

ソ
ー

ス
。

 
20

 Se
p.

 
20

19
 

PH
E 

砂
糖

の
削

減
：

20
15

年
か

ら
20

18
年

ま
で

の
進

捗
状

況
 

主
に

⾷
品

業
界

と
公

衆
衛

⽣
機

関
の

た
め

の
、

20
15

年
か

ら
20

18
年

ま
で

の
砂

糖
削

減
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
関

す
る

進
捗

報
告

書
。

 
20

 Se
p.

 
20

19
 

PH
E 

よ
り

健
康

的
な

「
家

庭
外

」
で

の
⾷

品
提

供
を

奨
励

す
る

。
 

こ
の

ツ
ー

ル
キ

ッ
ト

は
、

地
⽅

⾃
治

体
や

企
業

が
家

庭
外

で
⾷

べ
る

⾷
品

に
よ

り
健

康
的

な
選

択
肢

を
提

供
し

促
進

す
る

こ
と

を
⽀

援
す

る
。

 
21

 O
cto

be
r 

20
19

 
PH

E 
健

康
的

な
体

重
の

会
話

：
専

⾨
家

の
た

め
の

サ
ポ

ー
ト

 
公

衆
衛

⽣
従

事
者

が
よ

り
健

康
的

な
体

重
の

会
話

を
す

る
こ

と
を

⽀
援

す
る

た
め

に
協

⼒
す

る
専

⾨
組

織
の

共
有

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
を

概
説

す
る

。
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  19
 D

ec
．

 
20

19
 

PH
E 

よ
り

健
康

的
な

体
重

の
促

進
：

⼀
貫

し
た

メ
ッ

セ
ー

ジ
 

公
衆

衛
⽣

従
事

者
が

⼦
ど

も
や

若
者

、
家

族
と

話
し

合
う

際
に

使
⽤

す
る

、
エ

ビ
デ

ン
ス

に
基

づ
い

た
健

康
的

な
体

重
の

メ
ッ

セ
ー

ジ
を

提
供

す
る

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

ツ
ー

ル
。

 
20

 M
ar

ch
 

20
20

 
PH

E 
家

族
の

体
重

管
理

：
⾏

動
変

容
の

テ
ク

ニ
ッ

ク
 

4歳
か

ら
11

歳
の

⼦
ど

も
を

持
つ

家
族

を
⽀

援
す

る
健

康
体

重
サ

ー
ビ

ス
に

推
奨

さ
れ

る
、

エ
ビ

デ
ン

ス
に

基
づ

く
⾏

動
変

容
技

術
。

 
24

 Ju
ly 

20
20

 
PH

E 
過

剰
体

重
と

CO
VI

D
-1

9：
新

た
な

エ
ビ

デ
ン

ス
か

ら
の

考
察

 
体

重
超

過
と

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
（

CO
VI

D
-1

9）
の

関
係

に
関

す
る

新
し

い
エ

ビ
デ

ン
ス

か
ら

の
洞

察
。

 
 7 

Se
p．

 
20

20
 

PH
E 

カ
ロ

リ
ー

削
減

：
⾷

品
業

界
向

け
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
 

業
界

向
け

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、

20
17

年
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

カ
ロ

リ
ー

レ
ベ

ル
、

次
の

ス
テ

ッ
プ

を
概

説
し

た
技

術
報

告
書

。
 

11
 Se

p.
 

20
20

 
PH

E 
肥

満
、

体
重

管
理

、
学

習
障

害
者

 
医

療
・

福
祉

ケ
ア

の
専

⾨
家

や
家

族
が

学
習

障
害

の
あ

る
⼈

の
減

量
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

た
め

の
ガ

イ
ダ

ン
ス

。
 

14
 D

ec
. 

20
20

 
PH

E 
肥

満
に

対
す

る
全

体
的

な
シ

ス
テ

ム
ア

プ
ロ

ー
チ

 
肥

満
に

対
処

し
、

健
康

的
な

体
重

を
促

進
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

全
体

の
ア

プ
ロ

ー
チ

を
実

施
す

る
地

⽅
⾃

治
体

を
⽀

援
す

る
た

め
の

ガ
イ

ド
と

資
料

⼀
式

。
 

19
 F

eb
ru

ar
y 

20
21

 
PH

E 
健

康
的

な
体

重
の

環
境

：
計

画
シ

ス
テ

ム
の

使
⽤

 
地

⽅
⾃

治
体

の
公

衆
衛

⽣
お

よ
び

計
画

チ
ー

ム
が

、
健

康
的

な
体

重
の

環
境

を
促

進
す

る
⽅

法
。

 
23

 M
ar

ch
 

20
21

 
D

HS
C 

成
⼈

体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

助
成

⾦
決

定
 2

02
1年

〜
20

22
年

 
イ

ン
グ

ラ
ン

ド
の

地
⽅

⾃
治

体
向

け
に

、
20

21
年

か
ら

20
22

年
に

か
け

て
体

重
管

理
サ

ー
ビ

ス
を

委
託

す
る

地
⽅

⾃
治

体
を

⽀
援

す
る

助
成

⾦
に

つ
い

て
の

情
報

。
 

17
 Se

p.
 

20
21

 
D

HS
C 

ア
ウ

ト
オ

ブ
ホ

ー
ム

部
⾨

に
お

け
る

カ
ロ

リ
ー

表
⽰

に
つ

い
て

 
カ

ロ
リ

ー
表

⽰
（

家
庭

外
部

⾨
）（

イ
ン

グ
ラ

ン
ド

）
規

則
20

21
の

規
定

を
概

説
し

、
そ

の
理

解
と

適
⽤

の
た

め
の

⽀
援

を
提

供
す

る
。

 
14

 O
cto

be
r 

20
21

 
D

HS
C 

⼦
ど

も
・

家
族

体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

助
成

⾦
決

定
 

20
21

年
〜

20
22

年
 

イ
ン

グ
ラ

ン
ド

の
地

⽅
⾃

治
体

向
け

に
、

20
21

年
か

ら
20

22
年

に
か

け
て

体
重

管
理

サ
ー

ビ
ス

を
委

託
す

る
地

⽅
⾃

治
体

を
⽀

援
す

る
助

成
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⾦
に

関
す

る
情

報
を

提
供

し
ま

す
。

 
10

 N
ov

. 
20

21
 

O
HI

D
 

ヘ
ル

シ
ー

ウ
ェ

イ
ト

コ
ー

チ
の

eラ
ー

ニ
ン

グ
プ

ロ
グ

ラ
ム

：
プ

ラ
イ

マ
リ

ケ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

、
ヘ

ル
ス

ケ
ア

プ
ラ

ク
テ

ィ
ス

、
フ

ァ
ー

マ
シ

ー
向

け
 

プ
ラ

イ
マ

リ
ケ

ア
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
向

け
に

、
ヘ

ル
シ

ー
ウ

ェ
イ

ト
コ

ー
チ

の
eラ

ー
ニ

ン
グ

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

関
す

る
情

報
を

掲
載

し
て

い
る

。
 

10
 M

ar
ch

 
20

22
 

O
HI

D
 

職
場

の
健

康
：

Al
l O

ur
 H

ea
lth

の
適

⽤
 

医
療

従
事

者
が

職
場

で
健

康
的

な
ラ

イ
フ

ス
タ

イ
ル

を
送

る
こ

と
を

奨
励

す
る

の
に

役
⽴

つ
エ

ビ
デ

ン
ス

と
ガ

イ
ダ

ン
ス

。
 

25
 O

cto
be

r 
20

22
 

D
HS

C 
脂

肪
分

、
糖

分
、

塩
分

を
多

く
含

む
製

品
の

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
に

関
す

る
場

所
や

価
格

の
制

限
 

⾷
品

（
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

と
配

置
）（

イ
ン

グ
ラ

ン
ド

）
規

則
20

21
の

規
定

を
概

説
し

、
そ

の
理

解
と

適
⽤

の
⽀

援
を

提
供

す
る

。
 

10
 Ja

nu
ar

y 
20

23
 

O
HI

D
 

健
康

な
⾷

事
：

Al
l O

ur
 H

ea
lth

の
適

⽤
 

健
康

的
で

バ
ラ

ン
ス

の
と

れ
た

⾷
事

の
利

点
を

促
進

す
る

た
め

の
、

医
療

・
介

護
の

専
⾨

家
お

よ
び

広
範

な
公

衆
衛

⽣
関

係
者

向
け

の
エ

ビ
デ

ン
ス

と
情

報
。
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y 

20
23

 
O

HI
D

 
全

国
⼦

ど
も

測
定

プ
ロ

グ
ラ

ム
：

運
⽤

ガ
イ

ダ
ン

ス
 

全
国

児
童

測
定

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

NC
M

P）
の

運
営

に
関

す
る

、
地

域
の

委
託

業
者

、
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
、

学
校

向
け

の
ガ

イ
ダ

ン
ス

。
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ar
ch

 
20

23
 

O
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D
 

Go
ve

rn
m

en
t 5

 a 
da

yの
ロ

ゴ
 

政
府

に
よ

る
5 a

 da
yロ

ゴ
の

ラ
イ

セ
ン

ス
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
と

申
請

書
。
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Appendix 2. 
EU（European Commission: Public Health）の栄養と⾝体活動に関する主要⽂書 

Date ⽂書/決議、他 
1-Jul-00 ユーロダイエット・コア レポート(Eurodiet Core report) 
1-Oct-02 欧州における栄養分野での欧州委員会の活動に関する現状報告 
3-Jun-05 肥満、栄養、⾝体活動に関する理事会結論 
8-Dec-05 欧州委員会グリーンペーパー：「健康的な⾷事と⾝体活動の促進：過体重、

肥満、慢性疾患の予防のための欧州的次元」。 
30-May-07 ⽩書 "栄養、過体重、肥満関連の健康問題に関する欧州戦略 "のために作成

されたインパクト評価の概要 
30-May-07 欧州委員会から欧州議会、理事会、欧州経済社会委員会、地域委員会に対す

る⽩書： 欧州連合（EU）のための戦略 
30-May-07 ⽩書 "栄養、過体重、肥満関連の健康問題に関する欧州戦略 "のために作成

した影響評価書 
31-May-07 栄養と⾝体活動の⼿段による健康増進に関する理事会結論 
6-Dec-07 栄養、過体重および肥満関連問題に関する欧州の戦略に関する欧州委員会

⽩書に対する理事会結論 
1-Jan-08 各国の塩に関する取り組み（salt initiative)に対する EU の枠組み 
6-Feb-08 欧州委員会からのコミュニケーション COM (2007) 279 最終版 
25-Sep-08 栄養、過体重および肥満に関連する健康問題に関する⽩書に関する 2008 年

9 ⽉ 25 ⽇の欧州議会決議 
10-Oct-08 EU ⾝体活動ガイドライン 
8-Dec-10 栄養、過体重、肥満関連の健康問題に関する欧州戦略の実施進捗報告書 
1-Feb-11 特定栄養素(selected nutrients)に関する国内イニシアティブのための EU フ

レームワーク 
12-Jun-12 飽和脂肪 - 選択された栄養素に関する国家的イニシアチブのための EU の

フレームワーク 
7-Dec-12 EU 減塩フレームワークの実施状況 加盟国調査結果 
29-Apr-13 栄養、過体重、肥満関連の健康問題に関する欧州戦略の実施評価-最終報告

書 
25-Nov-13 セクターを超えた健康増進型⾝体活動の推進に関する審議会勧告 
1-Feb-14 栄養、⾝体活動、肥満に関する EC/WHO の国別プロファイル 
24-Feb-14 ⼩児肥満に関する EU アクションプラン 2014-2020 
14-Jun-14 EU のスポーツに関する作業計画（2014 年〜2017 年） 
8-Jul-14 栄養と⾝体活動に関する理事会結論 
28-Sep-15 ⾝体活動に関する EC/WHO の国別プロファイル 
25-Nov-15 ⼦どもの運動能⼒、⾝体活動、スポーツ活動の促進に関する理事会結論 
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15-Dec-15 添加糖の付属書 - 選択された栄養素に関する国家的イニシアチブのため
の EU のフレームワーク 

22-Feb-16 オランダ EU 議⻑国： ⾷品改良に関する⾏動のためのロードマップ 
17-Jun-16 ⾷品の改良に関する理事会結論 
20-Sep-16 スロバキアの EU 議⻑国： ⾷品改質における加盟国のベストプラクティス 
22-Feb-17 健康のための⾷品の公共調達-学校現場での技術レポート 
16-Jun-17 ⼩児肥満に関する理事会結論 
25-Sep-17 健康的なライフスタイルを求めるタルトゥの呼びかけ： 健康的なライフス

タイルを促進するための共同⾏動 
24-Jan-18 栄養と⾝体活動に関するハイレベルグループによる、学校給⾷の果物・野

菜・⽜乳スキームにおける添加糖の存在に関する意⾒書 
22-May-18 HLG メンバーから EU プラットフォームメンバーへの⾷品リフォーミュレ

ーションに関する呼びかけ 
22-Jun-18 ⼦どもの健康な栄養に関する理事会結論：欧州の健康な未来 
5-Dec-18 ⼩児肥満に関する EU アクションプランの中間評価を⽀援する 

以降は keydocument なし。以下、News announcement 
17-Feb-20 ニュース発表: 

2020 年 3 ⽉ 16 ⽇までにフィードバックを提供する - 欧州グリーンディー
ルの重要な要素である持続可能な⾷料システムのための戦略（'From Farm 
to Fork' Strategy）のためのロードマップ " 

11-Sep-20 Health-EU ニュースレター： 学校は違っても、⼦どもたちに健康的なスタ
ートをさせるという EU のコミットメントは同じである。 

14-Mar-22 発表と記録 - HPP ウェビナー： ENHA が主導する統合栄養がん医療
（Integrated Nutrition Cancer Care）に関するテーマ別ネットワーク（2022
年 3 ⽉ 9 ⽇）。 

7-Mar-22 HPP ウェビナー - 統合栄養がん医療に関するワークショップ（2022 年 3
⽉ 9 ⽇、11.00-12.30 CET) 

 
(出典：EU Nutrition and physical activity - Key documents 
https://health.ec.europa.eu/nutrition-and-physical-activity/key-
documents_en?f%5B0%5D=topic_topic%3A75&f%5B1%5D=topic_topic%3A76&f%5B2
%5D=topic_topic%3A105） 
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